
項目 KPI 比較期 2030年目標 2050年目標
CO₂ CO₂排出量削減率※1 2020年3月期比 △ 50% △ 100%

廃棄物 廃棄物削減率※2 2020年3月期比 △ 50% △ 100%

水
取水量/排水量削減率※3 2020年3月期比 取水量削減率  △ 50% 排水量削減率  △ 100%
排水による環境影響※4 ー ゼロ ゼロ

※1	 事業活動に伴うCO₂排出量（Scope 1＋2）の削減率
※2	 生産活動に伴う廃棄物の削減率（残渣、汚泥等は除く）
※3	 工場設備での取水量（使用量）の削減率と、生産活動に伴う排水量の削減率
※4	 生産活動に伴う排水による環境影響

Environment環境に関する取り組み

1.	 法的およびその他要求事項の遵守
	� 各国・地域における環境関連法令・環境基準の遵守ならび

に、適切な化学物質管理を行うことで、環境汚染の未然防
止に努めます。

2.	 環境負荷の低減
	� 製品の開発から調達・生産・物流・販売・廃棄・再利用の過程

におけるライフサイクルアセスメントに基づき、サプライ
チェーン全体で環境に配慮した製品開発・省エネルギー・省
資源などの環境負荷低減に努めることで、気候変動影響の
緩和や持続可能な資源循環型社会を目指します。
[気候変動への取組み]
カーボンニュートラル実現に向けた温室効果ガスの排出管
理を行うとともに、エネルギーの効率的な活用、再生可能
エネルギーへの転換などにより温室効果ガス排出量を削減
します。
[資源循環への取組み]
リデュース・リユース・リサイクルなどの資源の有効活用によ
る廃棄物・水使用量の削減、サステナブルマテリアルの活
用などに努め、持続可能な資源管理を推進します。

3.	 生物多様性の保全
	 �事業活動における生物多様性への影響に配慮し、自然との

共生や動物福祉に努めます。また、自然保護活動に積極的
に取り組みます。

4.	 環境マネジメントの継続的改善
	 �環境・エネルギーマネジメントシステムに基づく環境目標の

設定、定期的な見直しを実施し、環境・エネルギーパフォー
マンスの継続的な改善を行います。また、そのために必要
な情報・資源を用意し、エネルギー効率を向上させる製品・
設備の活用に努めます。

5.	 環境意識の醸成
	 �環境教育を通じて社員の環境意識の向上を図ります。また、

全てのビジネスパートナーにおいても、本方針を理解し、支
持していただけるよう働きかけます。

6.	 情報開示
	 �全てのステークホルダーへの積極的な情報開示とコミュニ

ケーションの充実化を図ります。

方針
テイ・エス テックグループは、企業理念の一つである「喜ばれる企業」実現のため、自動車内装品製造を中心とする企業
活動のあらゆる面で、地球環境保護に配慮した環境負荷低減に努め、持続可能な社会づくりに貢献します。

環境基本方針

環境行動指針

環境マネジメント強化への取り組み

　当グループは、世界各拠点で環境マネジメントシステム
ISO14001の認証を取得し、グループ全体で継続的な環
境負荷低減に努めています。また当社国内事業所および
一部の海外拠点ではエネルギーマネジメントシステム

ISO50001の 認 証を取 得しており、2050年カーボン
ニュートラル達成に向けたエネルギーパフォーマンスの向
上に取り組んでいます。
　2025年3月期には、環境リスクへの対応強化を目的と
して、当社国内事業所を対象に専門家による環境法令教
育を実施しました。

長期環境目標

　当グループは、企業理念である「人材重視」「喜ばれる
企業」の下、企業活動のあらゆる面で、地球環境保護に
配慮した環境負荷低減に努め、持続可能な社会の実現
を目指しています。年々、深刻さを増す気候変動対応の

みならず、循環型社会の形成、水資源の保全等、社会課
題解決への貢献とさらなる事業成長の両立を目指し、
これらの環境課題について長期目標を設定しました。目
標達成に向け、グループ全体で環境保全活動を推進し
ています。

2025年2月 取締役会決議（改訂）

環境内部監査

　環境・エネルギー負荷の状況や、過去の監査結果等を
踏まえ、1年に1回の環境内部監査を実施しています。内
部監査では、環境・エネルギー負荷低減施策の実施状況
とその効果、関連法令の遵守状況、ISO国際規格の運用状
況等を監査しています。これらの内部監査の結果は、外部
審査機関によるISO14001およびISO50001の審査に
おいても確認がなされており、2025年3月期には3年に
1回の認証更新審査において、当社のマネジメントシステ
ムの有効性が評価され、認証の継続が認められました。

関連法令の遵守

　当社では、環境・エネルギーマネジメントシステムにお
いて事業所ごとに「法的及びその他要求事項一覧」を作
成し、毎年期初に遵守すべき法令や要求事項の見直しを
行っています。また、半期に1回それらの遵守状況評価を
行っており2022年3月期から2025年3月期にわたって、
環境関連法規制違反となる事案は発生していません。

環境関連法規制の遵守状況（単体）

環境・エネルギー管理教育

　当社では、ISOマネジメントシステムを通じて、社員へ
環境やエネルギー管理に関する各種教育を行っています。
ISO14001の観点では、環境負荷低減や汚染未然防止
等を目的とした環境教育を実施しています。
　ISO50001では、日本地域の関係会社を含むエネル
ギー管理を担当している社員に対し、省エネルギー施策
推進の活性化、担当者の知識向上を目的として、一般財
団法人省エネルギーセンターによるエネルギーマネジメ
ント講習を実施しているほか、設備運用改善に視点を置
いた独自の省エネルギー診断も導入しています。
　2022年からは専門知識を持つ人材の育成強化の観
点から、インバーターを活用したモーターや設備機器の
省エネルギ―化をテーマに、専門家の知見を取り入れた
効果的な省エネルギー手法の習得を図り、海外を含めた
グループ全社に水平展開を行っています。

　エネルギー管理の基本的な考え方はもちろんのこと、
設備の管理方法について深く学ぶことで、より効果的な
施策を生み出すきっかけとしています。今後は、各拠点に
おいて省エネルギー施策の中心となる人材の育成や、継
続的な教育により社員の環境意識・スキル向上につなげ
ていきます。

環境負荷低減の取り組み事例

生産軸での対応 ​
　生産部門では「持続可能な“モノづくり”に進化させ、グ
ローバル高効率生産体制を構築する」​を方針に掲げ、地
球環境に配慮したモノづくりを推進しています。
　主な取り組みとして、社内専門チームによる「グローバ
ル省エネルギー診断」を実施し、次世代省エネルギー技
術の導入や回生エネルギーの活用を通じて、電力使用量
の削減を図っています。具体的には、2023年より日本国
内の有識者の支援のもと、海外拠点および連結子会社に
対して省エネルギー診断を積極的に実施しています。省
エネルギー施策の導入が不十分な拠点を優先的に選定
し、現地の実情に即した施策を提案するとともに、診断は
省エネ技術の標準化に基づいて行われ、現地スタッフと
の密な連携を通じて実践的なノウハウを共有し、人材育
成にも貢献しています。
　また、生産現場では、重力やテコの原理を活用し、エネ
ルギーを消費せずに作業を自動化する「からくり改善」の
取り組みを強化しています。2022年11月には、日本プラ
ントメンテナンス協会主催の「からくり改善くふう展」にお
いて、設備の排気エアを活用した装置を出展し、パーツ
フィーダーコンテスト部門で銀賞を受賞しました。現在は、
からくり装置による発電の仕組みや、回生エネルギーを
活用した設備の開発にも取り組んでおり、環境に配慮し
たモノづくりの推進とともに、社員の環境意識の向上に
もつなげています。

設備管理に関する教育

環境に関する違反（件） 環境に関する罰金（円）

2022年3月期 0 0

2023年3月期 0 0

2024年3月期 0 0

2025年3月期 0 0
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環境に配慮した設備の導入 ​
　設備導入によるCO₂排出量削減の取り組みとして、各
拠点の建て替え時には、太陽光発電や雨水再利用等、環
境に配慮した設備を導入し、CO₂排出量および地下水の
取水量の削減を図っています。
　2025年3月期には、気候変動対策および持続可能な
社会の実現に向けた取り組みの一環として、当グループ
のTS TECH ASIAN CO., LTD.による売電事業を通じ
て、オンサイトPPA方式※によりタイ子会社へ太陽光発
電設備を設置し、電力を直接供給することで、電力コス
トとCO₂排出量の削減を実現しました。今後も当グルー
プは、再生可能エネルギーの普及促進と気候変動対策
に積極的に取り組み、持続可能な社会の実現に貢献して
いきます。
※�顧客敷地内で発電事業者が太陽光設備を運用し、発電電力を顧客に販売す

る方式

開発軸での対応 ​
　環境負荷低減に最も貢献できる技術として、製品の軽
量化に注力しています。例えば、シート重量の多くを占め

Environment

TS TECH（KABINBURI）CO.,LTD.に設置された太陽光パネル

超高張力鋼板採用部品
（青色部分）の変遷

環境実績の推移
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Scope3排出量の推移

単位 2021年3月期 2022年3月期 2023年3月期 2024年3月期 2025年3月期
Scope3排出量 t-CO₂ 2,381,086 2,658,732 2,583,409 2,846,604 3,119,469

るシートフレームでは、ニーズの変化に合わせ、安全性や
快適性を向上させつつ、さまざまな軽量化技術を投入し
ています。現在量産されている最新のシートフレームは、
超高張力鋼板や薄板接合技術の採用拡大により、従来の
主力フレーム比約28％の軽量化を達成しており、世界中
で多くの車種に採用されています。
　軽量化技術に加え、CNF（セルロースナノファイバー）
等植物由来のバイオマス材利用技術による製品含有
CO₂量低減にも注力しています。石油由来材料に対し、製
品含有CO₂量を60％低減することに成功しており、シー
ト、ドアトリム等への量産適用を目指して研究を続けてい
ます。そして、材料の再利用化に向けては、再生材を使っ
た二輪車用シートの開発や、より短時間で効率的に解体
できる構造の開発を行っています。
　また、今後のEV化を視野に、電費（航続距離）向上に貢
献する低電力で効率的に加温するシートヒーターシステ
ムや、省電力に貢献する空調シートの開発に取り組み、新
機種への採用が決定されました。今後も、さまざまな角
度からカーボンニュートラルに寄与する技術開発を推進
していきます。

〈2025年3月期のカテゴリー別排出量 内訳〉

Scope カテゴリー 排出量（t-CO₂） 割合（％）

Scope1 7,548 0.24

Scope2 42,673 1.35

Scope3

1.購入した製品・サービス 2,850,863 89.94

2.資本財 31,425 0.99

3.Scope1,2に含まれない燃料およびエネルギー関連活動 10,761 0.34

4.輸送、配送（上流） 66,560 2.10

5.事業から出る廃棄物 3,232 0.10

6.出張 5,303 0.17

7.雇用者の通勤 5,896 0.19

8.リース資産（上流） 0 0

9.輸送、配送（下流） 0 0

10.販売した製品の加工 94,914 2.99

11.販売した製品の使用 0 0

12.販売した製品の廃棄 50,515 1.59

13.リース資産（下流） 0 0

14.フランチャイズ 0 0

15.投資 0 0

その他 0 0

合計 3,169,690 100

（注）�連結拠点を集計範囲としていますが、一部子会社を除外しています。（2025年3月期） 
・エネルギー投入量・CO₂排出	 ：当社および連結会社36社全社が集計対象 
・廃棄物発生量・取水量	 ：当社および連結会社36社の内、35社が集計対象（1社は集計除外） 
なお、集計対象会社の売上収益は、連結売上収益に対していずれの期においても96％以上を占めています。
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第三者検証の実施
　当グループは、環境関連データの情報開示についてその信頼性を担保するため、SGSジャパン株式会社による第三者
検証を受審しています。2025年3月期の検証結果は以下の通りです。

検証対象 検証範囲 実績

Scope1,2（エネルギー起源のCO₂排出量） 単体６事業所、国内5社、海外30社 Scope1：　7,548t-CO₂
Scope2： 42,673t-CO₂ 

Scope3　カテゴリー 1
（購入した製品・サービスによるCO₂排出量） 単体６事業所、国内5社、海外30社 2,850,863t-CO₂

廃棄物発生量（有価物を含む）
単体６事業所、国内5社、海外29社

19,833t

取水量 441,784㎥
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